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病院で求められる総合診療医の役割
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要旨

　超高齢社会において，入院に至った疾患だけを治して帰すという「病院完結型の医療」か
ら，高齢者に多い複数疾患罹患や社会・生活背景の脆弱性を持つ患者を地域で支える「地域
完結型の医療」につなげる役割が，病院における総合診療医，病院総合医に期待される．病
院総合医の役割は，医師不足や医師偏在の問題を含む立地条件や規模によって求められるこ
とが異なる．病院における外来・救急診療や入院診療はもちろんのこと，院内・地域内の医
療資源を把握した検査・手技，院内の医療の質改善に関わる委員会や横断的分野，そして地
域を診る視点が求められる．病院総合医が地域で根付くためには病院総合医が存在すること
での成功例が普遍的にみられること，そのためには総合診療のトレーニングを積んだ医師が
病院で勤務することが 1つのモデルとなる．

現状と問題点
　総合診療医は，専門医機構による「総合診療専門
研修プログラム整備基準」においても，「外来・救
急・病棟・在宅という多様な総合診療の現場」での
医療が求められ，専門研修後の成果として，「総合
診療部門（総合診療科・総合内科等）を有する病院
においては，臓器別でない病棟診療（高齢入院患者
や心理・社会・倫理的問題を含む複数の健康問題を
抱える患者の包括ケア，癌・非癌患者の緩和ケア
等）と臓器別でない外来診療（救急や複数の健康問
題をもつ患者への包括的ケア）を提供することがで
きる」とある 1）．
　病院で勤務する総合診療医を『病院総合医』とし
たときに，認識しておきたい 2つの前提がある．
　その 1つが，米国との違いである．米国では
Hospitalistsと呼ばれる医師が存在する．1996年の
Wachterと Goldmanの論文によると，Hospitalistsを
「プライマリ・ケア医が責任をもって外来患者を管
理するのと同様に，責任をもって入院患者を管理
する，病院内内科管理のスペシャリスト」と定義し
ている 2）．米国において Hospitalistsは急速に発展
し，Society of Hospital Medicineの学会員は発足当初

1．市立福知山市民病院 研究研修センター・総合内科

は 1,000人以下であったものが，2018年には 1万 5
千人以上となっている 3）．ただ，日本における「病
院総合医」と米国における Hospitalistsとの違いを認
識するためには，医療体制の違いと歴史を知る必要
がある．歴史的に米国では診療所で診ていた医師が
継続して病院での主治医となり，病院で勤務する若
手医師に入院のマネジメントを依頼するという形を
取っていた．その若手医師は日本の研修制度とは異
なる卒前・卒後トレーニングを受けた医師であり，
診療所医師と連携して病院での入院診療を行ってい
た．ただ，診療所医師が病院での診療に関与すると
いう体制を維持しがたくなり，入院診療を主として
担当する医師集団ができたという経緯がある．この
時点で，卒前・卒後トレーニングで培われた内科的
な入院担当を行う能力や，シフト制を組める体制・
医師総数，医療界での認識などが，大きく日本とは
異なる．つまり，米国における Hospitalistsと同様
の役割を日本にあてはめることは現時点では難し
い．
　2つめとして，日本における『病院総合医』の議
論においては，勤務する施設について医師不足や医
師偏在の問題を含む立地条件や規模を考慮する必要
がある 4）．立地は，都市部，地方部，医療過疎地域
に分け，規模は大学病院を含む大規模病院，中規模
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病院，小規模病院に分けて考えるとわかりやすい．
日本プライマリ・ケア連合学会（以下，JPCA）での
病院総合医関連のシンポジウムやワークショップで
も，立地や規模別の議論がなされている 5）．これは
後述する総合診療医に求められる業務や地域の医師
不足・偏在と関わってくるためである．
　JPCAの病院総合医委員会が臨床研修病院の病院
管理者に対して実施したアンケート 6）で示された病
院総合医の役割には，初診外来，再診外来，病棟診
療，救急医療があり，加えて在宅診療や集中治療領
域にもニーズがあることが伺える（図 1，2）．また，
教育・研修への期待が大きいことも読み取れる．同
アンケートにおいて，病院総合医部門をもつ病院管
理者（回答数 145）に対する「病院総合医部門を今
後も継続したいか ?」との問いに 96.6％が継続した
いと回答し，病院総合医部門をもたない病院管理者
（回答数 136）に対する「病院総合医部門の必要性を
感じますか ?」との問いには 76.5％が必要であると
回答しており，病院総合医のニーズは高い．
　日本における医師の約 3分の 1が日本内科学会に
所属しており，規模が違えども多くの病院で内科医
が勤務している．平成 29年 3月に発表された日本
内科学会の提言「超高齢社会で果たすべき日本内科
学会の役割と責務（宣言）」7）において，「日本内科
学会は進展する超高齢社会の医療を支えるため，ひ
とりひとりの生活の質に配慮し，全身を診る，臓器
横断的な診断治療を行える内科医の育成に努めま
す」と宣言している．また，提示された目指すべき
内科医像は「ひとりひとりの生活の質に配慮し，全
身を診る，臓器横断的な診断治療を行える内科医」
と謳われている．つまり，病院勤務の内科医には
「病院総合医」としての役割が期待されていると考え

られるが，2016年に日本内科学会が会員を対象に
実施したWebアンケート 8）で，「臓器横断的な診療
姿勢を有しているか」という問いに，「そう思い，実
践している」という割合は 25.6％にとどまっており，
「そう思い，努めようとしている」が 64.0％と，なか
なか実践レベルにはつながっていないことが示され
た．「あなたの勤務されている施設では臓器横断的
な診療姿勢を身につけるための取り組みをされてお
られますか」という問いに，「している」が 50.4％，
「していない」が 49.6％で，取り組んでいる施設は半
分にとどまっていた．このような現状が，複数疾患
を抱える高齢者診療の困難さにつながっている．な
お，現時点で日本内科学会・日本専門医機構の内科
専門研修プログラムには，病院総合医という文言は
用いられていない 9）．

総合診療医が貢献できること
　では病院に勤務する総合診療医が貢献できること
にはどういったことがあるであろうか．
　2017年度末において，病院総合医に関連する学
会は JPCA，および日本病院総合診療医学会の 2学
会である．
　日本病院総合診療医学会のウェブサイトでは，病
院総合診療医の役割として表 1に示す 10項目を挙
げている 10）．
　また，学会の認定資格ではないが，日本病院会認
定病院総合医育成事業の「病院総合医育成プログラ
ム」では，表 2の理念に示される医師育成を目指し，
その医師の到達目標として，表 3の 5つのスキルを
挙げている 11）．
　JCHO（地域医療機能推進機構）版病院総合医
（Hospitalist）育成プログラムでは，「地域医療の実践

図 1 病院総合医部門をもつ病院管理者から見た病院総
合医部門の役割（文献 6から転載）

図 2 病院総合医部門をもたない病院管理者から見た病
院総合医部門の役割（文献 6から転載）
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病院における病院総合医，医師不足地域で貢献する
医師，又は総合診療が可能な開業医などとして地域
医療を実践する能力をもった医師」を育成するとし
ている 12）．
　さらに全日本病院協会総合医育成事業では，高齢
患者が著増する中で，臓器別にとらわれない幅広い
診療，多様なアクセスを担保する診療，そして，多
職種からなるチーム医療のマネジメントに対応でき
る医師像や医療ニーズの変化に対応し，新たなキャ

リア形成を指向する医師を支援するためのプログラ
ムを策定し，表 4のように目的を掲げている 13）．
　JPCAでは，病院総合医に期待される医師像とし
て，表 5に示す 4項目をあげ，病院総合医に必要
なコンピテンシーとして，病院総合医を特徴付け
る 4つの能力と，さらに教育・研究能力の強化を盛
り込んでいる（表 6）14）．この 6つの能力は，家庭
医の後期研修のゴールに上乗せするものであるとさ
れており，病院総合医においては総合診療の基本的

表 1　日本病院総合診療医学会が掲げる病院総合診療医の役割

1．救急医療を含めて，どのような疾患，どのような病態の患者でも診察する
2．未診断患者を速やかに診断する
3．診断だけではなく，臓器別の専門性も持ち，可能な限り専門的治療も行う
4．家庭医を支援し，必要に応じて専門医との連携をとる
5．高齢者など複数の疾患を併存している患者の診療を行う
6．臨床研究や疫学的研究を通じて医学の発展へ寄与する
7．予防医学を実践し，健康な長寿社会造りを目指す
8．若い医師，コメディカルの教育に携わる
9．チーム医療の要として，コンダクターとなり専門医およびコメディカルの力を発揮させる
10．地域包括ケアの要となり，地域の総合医療を向上させる．

表 2　日本病院会病院総合医育成プログラムの理念

1．病院において多様な病態を呈する患者に，包括的かつ柔軟に対応できる総合的診療能力を有する医師を育
成する．

2．必要に応じた複数の診療科，また介護，福祉，生活等の分野と連携・調整し，全人的に対応できる医師を
育成する．

3．地域包括ケアシステムにおける医療と介護の連携の中心的役割を担うことができる医師を育成する．
4．多職種をまとめチーム医療を推進できる医師を育成する．
5．総合的な病院経営・管理の能力があり，病院だけでなく地域の医療にも貢献できる医師を育成する．

表 3　日本病院会病院総合医育成プログラムの到達目標として身につけるべき 5つのスキル

1．多様な病態に対応できる幅広い知識や診断・治療によって包括的な医療を展開・実践できる（インテグ
レーションスキル）．

2．患者へ適切な初期対応を行い，専門的な処置・治療が必要な場合には，然るべき専門診療科への速やかな
相談・依頼を実践できる（コンサルテーションスキル）．

3．各専門科医師，薬剤師，看護師，メディカルスタッフ，その他全てのスタッフとの連携を重視し，その調
整者としての役割を実践できる（コーディネーションスキル）．

4．多職種協働による患者中心のチーム医療の活動を促進・実践できる（ファシリテーションスキル）．
5．総合的な病院経営・管理の素養を身につけ，地域包括ケアシステムや日本全体の医療を考慮した病院運営
を実践できる（マネジメントスキル）．

表 4　全日本病院協会総合医育成プログラムの目的

① 個々の医師がすでに有する専門性や経験を生かしながら診療の幅を広げること
② 「総合診療専門医」のコンピテンシーを理解し，将来的に専門医と職場における協働を図ること
③ 地域包括ケアにおける複雑な課題への対応能力を高め，住民から信頼される医師を育成すること
④ 総合的かつ俯瞰的に病院機能の改善を図ることができ，積極的に病院経営に関与できる人材を育成するこ
と
⑤ 病院内外の医師，関連施設，関係多職種との連携をスムーズに行うことのできる医師を育成すること
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な能力が前提になっていることに留意したい．診療
所で働く総合診療医と病院総合医は診療の場が異な
るが，目指すべき能力としては同じものが根底にあ
り，両方を診る能力を持つことは，総合診療医の専
門性の一つである診療の場の多様性にもつながる．
　私見ではあるが，病院総合医というキャリア選択
は，新専門医制度における基本領域専門医取得後の
話題になると考えられる．前述のプログラム案も卒
後 6年目以降のキャリアデザインを意識したものと
なっている．各学会・団体の目指す医師像には共通
点が多くあり，具体的な方向性やカリキュラムは，
今後関連する学会・団体と協議していく必要がある
と考えられる．
　では病院総合医には，どのような診療現場で，ど
のような役割があるだろうか．病院における医師の
業務を入院，外来，検査，救急およびその他に分類
し（図 3），臓器別専門医との関係や前述の医師不
足・医師偏在の面からみた施設の立地と規模を考慮
して議論を展開する．
　病院における総合診療医の業務には，その施設・
その地域における多様性がある．その多様性は，臓
器別専門医の有無とマンパワー，そして施設の地域
における役割に影響される．なお，前述した各学会
や団体が病院総合医に求める医師像にも，「地域」と
いう表現が出てくるが，地域医療という言葉につい
て再確認したい．地域医療の明確な定義を見つけが
たいが，日本内科学会専門医部会から発足した地域
医療ワーキンググループの提言では地域医療の定義
を，「限られた医療資源を共有している地域におい
て，多様で幅広いニーズを抱える個々の患者・住民

に対して包括的，継続的な診療を実践すること，お
よび，特定の健康危険因子を共有する患者集団・住
民に対して適切に介入すること」としている 15）．地
域医療は医療過疎地域での医療実践のみを意味する
のではない．地域中核都市や大都市の診療所や大病
院を含むすべての医療機関が「地域」を視野に入れ
て医療を実践する必要がある．
【医師不足・医師偏在地域での内科系診療科の分類】
　筆者は，医療機関での内科サブスペシャルティ領
域の診療科を 4つのグループにわけることを提言し
ている．医師不足・医師偏在に直面している地域基
幹病院の内科診療をイメージすると次の分類は理解
しやすい．

A：単独でチームが組めるマンパワーがある診
療科

B：人数が少なくチームが組めない診療科
C：非常勤のみの診療科

表 5　日本プライマリ・ケア連合学会病院総合医養成プログラム認定試行事業で示す期待される医師像

1）内科系急性期病棟診療+病棟を管理運営 
2）病院一般（総合）外来や救急外来で独立診療 
3）病院の運営や管理に貢献 
4）総合診療領域の教育や研究でも地域社会に貢献

表 6 日本プライマリ・ケア連合学会病院総合医養成プログラム認定試行事業で示す修得すべき中核的能力（core 
competency）

1）内科を中心とした幅広い初期診療能力（1次 2次救急を含む）
2）病棟を管理運営する能力
3）他科やコメディカルとの関係を調整する能力
4）病院医療の質を改善する能力
5）診療の現場において初期・後期研修医を教育する能力
6）診療に根ざした研究に携わる能力
家庭医の後期研修のゴールに上乗せする形で，病院総合医を特徴付ける四つの能力と，さらに教育・研究能力の強化が盛り込ま
れている

図 3　病院における医師の業務
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D：院内に存在しない診療科 
　Aは高頻度の緊急高度医療（例：虚血・出血への
対応）を含めて，当該領域の診療について 24時間
365日提供できることが望ましい．さらに余裕があ
れば他領域の診療もカバーできる可能性があるが，
十分な人数がいない場合は，当該領域の診療だけで
精一杯となる．Bは定期外来や日中の病棟業務はカ
バーできるが，夜間や休日は当該領域であっても他
チームの応援が必要となる．Cは定期外来または特
定の曜日のみのコンサルタント業務になる場合が多
く，入院診療，勤務日以外の外来対応は他チームの
応援が必要である．Dは他チームの医師が初期対応
を行い，専門的な治療が必要であれば他施設を紹介
することになる．そのためには，稀少疾患を含めた
診断や専門的な助言ができる臨床能力を持つ医師が
地域には必要である．
　多くの医師が Aグループに属している大学病院・
大規模病院であっても，主治医がすぐに決まらない
場合がある．特に高齢化が進む現状では，複数の問
題を抱える患者や，不明熱など，対応する臓器が明
確でない場合も存在するからである．中～小規模病
院では各施設での診療科構成は異なるが，Aグルー
プで全領域を揃えられる訳ではないので，対応が難
しい領域を抱えていることが多い．小規模病院では
このようなグループ分けをすることなく，「内科」と
いう括りで協力しながら診療していることが多い．
　こうしてみると Aグループ以外は，臓器別専門
医が自分の専門領域外の疾患を担当せざるを得ない
状況が生じていることがわかる．このように，臓器
別専門医が自分の専門領域外の疾患を担当すること
については，これを内科医の矜持として前向きに捉
える考え方もあるが 7），自分の専門領域以外を担当
せざるを得ないことを negativeにとらえる医師も多
い．実際，前述の日本内科学会のアンケートでも，
臓器横断的な診療に全ての内科医が対応していると
は考えにくい 8）．
　病院総合医については，このような現状の中で位
置づけを論じる必要がある．
【病院総合医の病棟診療】
　対応する専門診療科がない領域の入院患者に対し
ては，病院総合医がその領域の主治医を担ってほし
いというニーズがある．各専門領域の患者数や医師
数とのバランス，主治医を決定する方法は，施設に
よって大きく異なる．
　大学病院では，そもそも病院総合医が病床を担当
するのかどうかの議論がある．2018年時点で，全

国に 81ある大学病院（分院は除く）のうち，総合診
療部門を持っているのは 69の大学病院であり，「外
来のみ」が 37病院（53.6％）と過半数で，「外来と入
院」は 20病院，「外来と入院と ER（救急外来）」は
11病院と多くはない 16）．大学病院で病院総合医が
入院を担当する場合は，それぞれの事情に合わせた
調整が必須である．場合によっては，病院総合医の
ニーズは主治医としてではなく，コンサルタント主
体になる可能性がある．
　病棟診療において特に病院総合医には，入院に
至った疾患だけを治して帰すという「病院完結型の
医療」から，高齢者に多い複数疾患罹患や社会・生
活背景の脆弱性を持つ患者を地域で支える「地域
完結型の医療」につなげる役割が期待される．日本
専門医機構の総合診療領域の研修プログラムでは，
「総合診療部門を有する病院においては，臓器別で
ない病棟診療（高齢入院患者や心理・社会・倫理的
問題を含む複数の健康問題を抱える患者の包括ケ
ア，癌・非癌患者の緩和ケア等）」1）とある．最近
では，入院した時から退院支援を意識すべきとされ
ているが，退院支援において重要な地域における医
療資源の把握や多職種との連携は病院総合医の得意
とするところである．
【病院総合医の外来診療】
　病院の外来は，新しい患者を診る外来（新患）と
定期的に継続して患者を診る外来（再診）にわけら
れる．
　新患外来では様々な主訴を持つ患者に対して，包
括的・継続的に診る視点が求められるため，入院診
療や急性期のみを診る救急診療だけでは身につかな
いスキルが必要で，一定のトレーニングを受けた医
師が担当することが望ましい．そのスキルの 1つに
は臨床推論がある．特に大学病院等の大病院や基幹
病院では，他の医療機関から診断に難渋している
ケースの紹介を受ける 17）ことが多いので，臨床推
論のスキルに長けた病院総合医が力を発揮すること
が期待される．
　患者の生活背景を把握して診療や保健指導を行い
健康相談に対応するかかりつけ医機能は，一般的に
は主に診療所が担うことが期待されている．ただ，
病院における再診外来を患者がかかりつけ医と認識
している場合がある 18）．また，病床機能のすみわ
けと明確化が進む昨今の医療状況において，臓器別
専門医には急性期を中心とした高度専門診療がおも
に求められるにもかかわらず，患者の中には病院に
かかりつけ医機能を期待していることも多い．この
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場合，病院総合医がコーディネート機能を発揮し
て，かかりつけ医機能を有している診療所と連携
することが求められる 19）．また，院内・地域内で，
かかりつけ医機能の重要さを浸透させることで，結
果として病院総合医の業務が円滑になる可能性もあ
り，その教育という役割もある．
　また，禁煙外来やワクチン外来，漢方外来など臓
器別ではない特殊外来を，病院総合医が担うことも
ある．
【病院総合医の検査・手技】
　検査・手技も病院にとって主要な業務である．こ
こにも病院総合医を議論するうえで，重要な点があ
る．専門的な手技は専門科が対応することに異論は
ないと思われるが，その専門医が他の業務に追われ
て検査数が減少する可能性がある．そうなると医療
機関としての収益に影響するだけでなく，専門医の
モチベーションにも影響しうる．臓器別専門医が従
来担っていた業務を病院総合医が担うことによっ
て，これを改善することができる．
　また，その医療機関で対応できない検査・手技に
ついては，地域における医療資源を把握して，最善
の医療を提供するためのコーディネートを円滑に行
うことも病院総合医の仕事といえる．
【病院総合医と救急診療】
　救急診療に対応している医療機関で，救急専従
医・専任医が不在または充分数いない施設は決して
少なくはない．そういった場合，病院総合医が内科
領域のみでなく，整形外科・小外科や小児科領域に
おける救急診療の役割を期待されることも多い．
　また，救急からの入院診療，医療資源的に自施設
で対応しがたい緊急疾患への対応，診療所や特別養
護老人ホーム，老人保健施設などにとっての窓口と
いう観点は，病院内だけでなく，地域全体を診る視
点を求められる．最近では在宅医療に携わる基幹病
院も存在しており，病院総合医が地域を診る機会も
増えていく可能性がある 20）．
【病院総合医と委員会，横断的分野】
　院内の委員会や横断的チームの業務は，病院の医
療の質改善に大きな役割を果たす．この役割は診療
範囲が広く，各部署ともつながりが強い病院総合医
に期待される部分が大きい．実際，総合診療医に求
められる医師像にも病院の医療の質改善に関わるこ
とが記載されている．
【病院総合医と地域】
　病院総合医の活動範囲には，地域を診る視点も含
まれる．住民への啓発などは総合診療医にとって重

要な活動であるが，医療機関の体制や地域，規模に
よって対応が異なる．一般的に小規模・地方部であ
れば，比較的狭い地域での啓発活動が行いやすい
が，都市部・中規模以上の病院であれば，院内教室
などが主体となるかもしれない．
　また，地域医療のなかで，入院診療の対応，およ
び入院の窓口になる外来診療・救急診療を担う可能
性の高い病院総合医は，診療所や特別養護老人ホー
ム，老人保健施設などと退院後の連携や再入院を見
据えた情報の収集・整理・共有が求められる．情報
の共有には，紹介状はもちろんのこと，多職種を含
めた顔の見える関係性を長期にわたって形成してい
くことが望ましい．
【病院総合医と教育，研究】
　大学病院には，研究と人材育成や地域への人材供
給という大きな役割がある 17）．
　教育に関しては，総合診療部門での現場教育はも
ちろんのことではあるが，初期臨床研修全体への関
与を求められる．また大学では卒前教育への関与も
大きい．市中病院においても医学生に接する機会が
増えている．これは病院で勤務する総合診療医の姿
を魅せる貴重な機会であることを認識したい．
　また施設内での横断的分野チームへの関わりの中
や，院内・地域内の医療機関への啓発など，教育や
組織マネジメントは病院総合医にとって重要なスキ
ルである．
　このように，総合診療医が病院で活躍できる場は
十分にある．藤谷は，「海外で普及しているホスピ
タリストを日本で成功させるためには？」という議
論の中で，総合診療医が病院で果たすべき役割とし
て以下を挙げている 21）．
　・病院全体の公益になるような中央診療部的な役
割を担う

　・入院患者のみならず，必要ということであれ
ば，割合は高くないにしても外来患者も診る

　・集中治療医のいない病院では，重症患者のマネ
ジメントもある程度できる

　・横断的に内科入院患者を診ることができ，その
地域の医療事情や院内・院外のリソースやシス
テムを熟知している

　・専門科医師が専門医としての業務に専念できる
ように連携をとり，チーム医療が展開できる．
それにより，より少ない専門医で院内を効率的
に運営できるようになる

　臨床におけるアウトカムでは，プライマリ・ケア
医が対応した時と比較し，医師の専門分野と患者
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の疾病のミスマッチが起きた場合は，死亡率が増
加し入院期間が長くなること 22）や，Family medicine 
hospitalistsが対応した時に入院期間や診療コストの
減少が得られた 23）という諸外国の報告がある．我
が国からの報告では，病院総合医が関わることに
よって脳血管障害における入院期間の短縮を示した
ものがある 24）．現時点では，病院総合医のアウト
カムを示す報告は医療制度の異なる海外からのもの
が中心であり，我が国における病院総合医の役割や
効果に関する研究データは十分とは言えず，今後の
蓄積が求められる．

実現のために必要な事項
　病院総合医が「地域」で根付くためには，病院総
合医が存在することでの成功例が普遍的にみられる
ことが必要である．
　松村はインタビュー記事「日本の病院総合医活躍
の鍵」25）で，表 7に示すポイントを挙げているが，
これは JPCAが臨床研修病院の病院管理者に対して
実施したアンケート 6）においても，病院総合医部門
の問題点（図 4）として同様に認識されている．
　日本において病院総合医が正しく理解されるため
には，外来診療からの継続的なケアに対する医師の
考えや専門医のテリトリーの問題，医師同士のコ

ミュニケーションの改善等といった文化的な問題を
認知し，解決していく必要があると考えられる．
　病院総合医を増やし，定着を図っていくために
は，総合診療のトレーニングを積んだ医師が病院で
勤務することが 1つのモデルとなる．このために
は，内科のトレーニングを積んだ医師が総合診療の
トレーニングを積むことも意義があるし，将来は診
療所で勤務したいと考えている総合診療医も，自分
が今後診療を行う地域の基幹病院の現状を理解する
ことも含めて，キャリアの一定期間，地域基幹病院
で病院総合医として勤務・研修することもWin-Win
の関係ができる 1つのモデルとなる可能性がある．
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